




























































































る場合を想定する。居住国をAとし，自国法人税率を tA，自国個人所得税率を tn B国法人税率を
t Bとすると，実効税率tは一般に，













































































表3-1 E C域内の法定法人税率（1991年1月1日現在） （%） 
中央政府 州政府等 地方政府 全体税率1
域内加盟国
ベルギー2 39 39 
デンマーク 38 38 
ドイツ 50 1511 57.5 
363 1511 45.6 
ギリシャ 467 467 
スペイン 35 1.55 35.34 
プランス 34 34 
423 423 
アイノレランド 43 (10) 4 一 43(10)4 
イタリア 36 16.2 47.83 
ルクセンプルグ 33 9、09 39.39 
オランダ 358 35 
ポルトガル 36 3.6 39.6 
イギリス2 34 34 
域外諸国
オーストリア 30 12.9 39 
カナダ2 38(23.84)9 11.9 49.9(35.74) 
日本 37.5 12+6.92 49.98 
12+6.06 47.28 
スウェーデン 30 30 
アメリカ 34 6.510 38.3 





















建物 機械 商品 留保 新株 借入
ベルギー 5.4 4.2 8.3 6.9 6.9 2.8 5.4 
デンマーク 6.0 5.3 6.8 7.2 7.2 3.2 5.8 
ドイツ 5.1 5.2 6.9 8.8 2.2 1. 4 5.6 
ギリシャ 5.0 4.8 5.9 7.1 2.7 2.7 5.1 
スペイン 5.7 5.5 7.9 7.5 7.5 3.5 6.1 
フランス 5.4 4.6 7.3 7.0 3.5 3.5 5.4 
アイルランド 4.9 5.0 5.5 5.4 5.0 4.6 5.1 
イタリア 6.7 5.5 6.3 8.8 2.6 2.6 6.0 
ノレクセンプノレグ 6.9 4.9 8.4 7.8 7.8 3.4 6.2 
オランダ 6.0 5.2 6.2 7.0 7.0 3.2 5.7 
ポルトガル 6.1 5.2 6.4 7.3 7.3 2.9 5.7 
イギリス 5.8 5.2 7.4 7.4 4.7 3.7 5.9 
E C平均 5.8 5.1 6.9 7.3 5.4 3.1 5.7 
オーストリア 5.4 4.0 8.3 6.8 6.8 2.6 5.3 2.7 
カナダ 6.4 5.3 7.6 7.7 5.5 3.8 6.1 
日本 7.0 5.9 7.2 8.7 8.7 2.4 6.5 
スウェーデン 5.1 4.5 6.3 6.4 4.3 3.1 5.0 
スイス 5.7 5.1 6.0 6.5 6.5 3.5 5.5 
アメリカ 6.6 5.2 6.4 7.4 7.4 3.1 5.9 
個人所得税はなし。インフレ率は3.1%。加重平均法。標準偏差は単位なし。









































































表3-3 E C域内の二国間投資にかかる資本コスト （%） 
源泉国
ベル｜γ アイ イタ ルクオZポル｜イギギーマーツ シャインンス ノレラ リア センン トガリス
ク ンド プル ル
グ
居住国
ベルギー 5.4 6.7 6.2 5.4 7.5 7.0 5.6 7.2 6.5 6.1 7.2 6.4 
デンマーク 6.6 5.8 6.1 6.5 5.6 6.5 5.3 6.7 6.4 5.9 5.7 5.9 
ドイツ 7.7 7.5 5.5 4.9 7.2 7.7 6.1 9.5 6.9 7.4 8.1 6.9 
ギリシャ 6.7 9.3 6.5 5.1 8.8 10.3 9.1 7.4 6.5 6.4 8.4 7.0 
スペイン 6.6 6.7 6.4 6.5 6.1 7.2 6.7 7.0 6.7 6.3 6.0 6.7 
フランス 6.2 6.0 5.2 6.0 7.2 5.4 5.4 6.7 6.5 6.2 6.5 6.4 
アイノレランド 6.6 6.7 6.4 11.7 14.2 7.3 5.1 6.8 7.0 6.8 14.0 7.3 
イタリア 7.2 7.7 5.4 7.2 8.5 9.5 9.6 6.0 8.0 8.3 7.6 9.0 
ルクセンプルグ 6.4 6.5 6.4 6.5 7.0 7.0 5.5 7.1 6.2 6.3 7.7 6.2 
オランダ 6.1 6.2 6.4 5.7 7.0 7.0 5.5 6.3 6.7 5.7 8.4 6.2 
ポルトガル 6.6 6.7 6.4 10.9 7.0 7.6 8.4 7.1 9.5 11.1 5.7 7.0 





















表3-4 E C加盟各国の平均資本コスト 1 （%） 
国名 国内資ト本
平均資本コスト 2 標準偏差
コス 対平外均投資 l 対平均内投資 対平外均投資 l 対平均内投資
ベルギー 5.4 6.5 6.6 0.7 0.5 
デンマーク 5.8 6.1 6.9 0.4 0.9 
ドイツ 5.6 7.3 6.1 1.1 0.4 
ギリシャ 5.1 7.9 7.0 1.3 2.1 
スペイン 6.1 6.6 8.0 0.3 2.1 
プランス 5.4 6.2 7.6 0.5 1.1 
アイルランド 5.1 8.6 6.7 2.9 1.5 
イタリア 6.0 8.0 7.1 1.1 0.8 
ルクセンブ‘ルグ 6.2 6.6 7.0 0.5 0.9 
オランダ 5.7 6.5 .7 .0 0.8 1.5 
ポルトガル 5.7 8.0 7.9 1.6 2.1 
イギリス 5.9 6.4 6.8 0.4 0.8 
E C平均 5.7 7.1 7.1 1. 0 1. 2 
オーストリア 5.3 6.7 6.7 0.5 1.1 
カナダ 6.1 7.1 8.2 0.7 1. 6 
日本 6.5 7.6 8.2 0.4 1.6 
スウェーデン 5.0 6.5 6.4 0.5 1.5 
スイス 5.5 6.4 6.7 0.6 1.0 















































































































































































































表4-1 法人税率と課税ベースの共通化が資本コストに与える影響 （%） 
基準値 共通税率 共通課税ベース 共通税率・課税ベー ス
国内 対外 対内 園内 対外 対内 圏内 対外 対内 国内 対外 対内
E C平均 5.7 7.1 7.1 5.7 6.8 6.8 5.9 7.3 7.3 5.9 7.0 7.0 




































表4-2 0 EC D22カ国の資本コスト（1991年現在） （%） 
国 名 資本コスト 国 名 資本コスト
OEC D平均値 5.9 
(E U加盟国） (E U非加盟国）
ベルギー 5.4 オーストラリア 7.1 
デンマーク 5.8 オーストリア 5.4 
フランス 5.4 カナダ 6.2 
ドイツ 5.8 フィンランド 5.6 
アイルランド 5.1 アイスランド 6.7 
イタリア 5.6 日本 6.5 
ノレクセンブノレグ 6.3 ニュージーランド 5.7 
オランダ 5.7 ノルウェー 6.7 
ポルトガル 5.2 スウェーデン 4.9 
スペイン 6.3 スイス 5.4 
イギリス 6.0 アメリカ合衆国 5.8 


















表4-3 E U加盟諸国の資本コストの推移 （%） 
国 名
資本コスト
1960 1980 1991 
ベルギー 6.1 5.9 5.4 
デンマーク 5.2 5.3 5.8 
プランス 6.8 6.6 5.4 
ドイツ 7.3 7.4 5.8 
アイノレランド 4.7 4.8 5.1 
イタリア 4.0 5.0 5.6 
ルクセンフ、ル’グ 7.1 7.0 6.3 
オランダ 5.8 5.4 5.7 
ポルトガル 4.1 4.3 5.2 
スペイン 6.0 5.8 6.3 
イギリス 1. 7 5.7 6.0 
平均 5.3 5.7 5.7 
標準偏差 1. 7 0.9 0.4 
個人所得税は無視している。インフレ率は各国の実際の値を用いている。
実質利子率は 5%。加重平均法。 1991年現在。標準偏差は単位なし。


















































































表4-5 E U加盟諸国聞における親子会社間の支払配当に対する源泉税率 （%） 
子 3三三』忌 ネ土
ドイ スペ ブラ アイ イタ ノレク円｜ポノレ｜イギギーマー ツ イン ンス ／レラ リア センン トガリス
ク ンド 7Jレ ノレ
グ
親会社
ベルギー 15.0 15.0 15.0 10.0 0.0 15.0 0.0 5.0 15.0 0.0 
デンマーク 15.0 10.0 10.0 0.0 0.0 15.0 0.0 0.0 10.0 0.0 
ドイツ 15.0 10.0 10.0 0.0 15.0 32.4 0.0 10.0 15.0 0.0 
スペイン 15.0 10.0 15.0 10.0 0.0 15.0 0.0 5.0 10.0 0.0 
フランス 10.0 0.0 10.0 10.0 24.0 15.0 5.0 5.0 15.0 0.0 
アイノレランド 15.0 0.0 15.0 25.0 10.0 15.0 5.0 0.0 25.0 0.0 
イタリア 15.0 15.0 10.0 15.0 15.0 0.0 0.0 0.0 15.0 0.0 
ルクセンプルグ 10.0 5.0 10.0 10.0 5.0 0.0 15.0 2.5 25.0 0.0 
オランダ 5.0 0.0 15.0 10.0 5.0 0.0 0.0 0.0 25.0 0.0 
ポルトガル 15.0 10.0 15.0 10.0 15.0 0.0 15.0 0.0 25.0 0.0 
イギリス 5.0 5.0 15.0 10.0 5.0 0.0 5.0 5.0 5.0 1.0 
税率は1991年1月現在。





























































ベルギー 40.2 60.6 
デンマーク 34 61 
フランス 36.66 60.2 
ドイツ 56 57 
アイ／レランド 38 (10) 48 
イタリア 53.2 51 
ルクセンブルグ 40.3 51.3 
オランダ 35 60 
ポルトガル 39.6 40 
ギリシャ 35 45 
スペイン 36 56 
イギリス 33 40 
フィンランド 28 57.5 
スウェーデン 28 56 
オーストリア 34 50 
a.特別賦課，地方付加税を含む。
b.法人税率十［（1一法人税率）個人税率］－税額控除。
























































3) 法人所得課税に関する最近の包括的議論としては， Cnossen(1993), Messere (1993), Mintz 
(1995), Head (1997）がある。
























関して批判的見解が多くなってきている。例えば，Hu白auer(1992), Slemrod (1995), Grubert-Mutti 
(1995）を参照されたい。
9) 国際二重課税およびその調整の理論的，実証的側面については， Horst(1980), Hartman 
(1984, 1985), Boskin-Gale (1987), Bird (1987), Al worth (1988), Slemrod (1988), Sinn 













カ財務省提案のCBIT）などは分析の対象から除外している。 Commission of the European 
Communities (1992) , p.25.なお，キャッシュ・フロー税については Bird-McLure(1990), Musgrave 
(1990), AC E制度についてはIFS(1991), CB I TについてはUSDepartment of the Treasury 
(1992), Gravelle (1995）をそれぞれ参照されたい。
11) Commission of the European Communities (1992) , pp.203-219. 
12) Commission of the European Communities (1992) , p.37.詳細な分析は第5で行われている。
13) Commission of the European Communities (1992) , p.172. Table 8. 4. , p.183, Table 8. 20. 
14) Commission of the European Communities (1992) , p.19. 
15) Commission of the European Communities (1992) , pp.98-99. 











20) 政治的・経済的枠組みについては， Bird(1987), Musgarve (1987), Daly-Weiner (1993）を参
照されたい。






22) Musgrave (1987), Daly-Weiner (1993）を参照されたい。




24) International Fiscal Association (1994), Tanzi (1995), Cnossen (1996), Cnossen-Bovenberg 
(1997), Radaelli (1997）を参照されたい。
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